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本当にグローバル SCM を確立できているのだろうか。ここではグローバル SCM の中で、
特に調達戦略にスポットを当てて考察してみよう。
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値額 ÷ 売上高 ×100の算式で求められる。付加価値とは、企業が新たに創造した価値である。ここでは、
営業利益（営業利益−支払利息等）に人件費（役員給与、役員賞与、従業員給与、従業員賞与、福利
厚生費）、支払利息等、動産・不動産賃貸料及び租税公課を加えて算出したデータを用いている。







































































決定因の詳細 付加価値率 　 棚卸資産回転期間 　
　 非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
日本からの調達 　 　 　0.359（　1.872）** 　1.634
現地調達 0.068（　2.257）*** 0.385 −0.258（−2.026）** −0.911
第三国からの調達 −0.168（−3.710）**** −1.218 −0.439（−2.165）** −1.999
研究開発費 　 　 　0.187（　2.103）** 　0.642
設備投資 　0.183（　4.508）**** 1.183 　0.260（　2.056）** 　1.059
直接投資 −0.123（−7.294）**** −0.671
定数項 2.549 　 0.154 　
RB2：SE 0.960；0.023 　 0.798；0.088 　
DW：Ｎ 2.841；16　 　 1.718；16　 　
（注）RB2は自由度修正済み決定係数、SE は推定値の標準誤差、DW はダービンワトソン統計量、N は
サンプル数、係数の横のカッコ内の数値は、ｔ検定量であり、**** は１% 以内、*** は５% 以内、** は
10%以内、* は20%以内でそれぞれ有意であることを示す。
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